
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書
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該当するロには，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

「基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の趾又は原単位の数値の平均をいいます。

「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。
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住所（法
東京都(港

人にあっては，
区東新橋1調壹１

主たる事務所の所在地） 氏名（法人にあっては,｢名称及び代表者の氏名）
ソフ言ドバンクテレコム株式会社

代表取締役社長nlT兼?Ｊ１ⅢＣＥＯＪﾉﾌﾟ[｡孫工正義Ｉ
矛電話し03-6889-6302.1二

主たる業種 長距離電気通信業憲二
．~.i:濠．：；::二』 |細分類番号 ト3iＴ７
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Ｏ 
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事業者の区分

第Z１２条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則約2条第１項第２号又は第３号

釦2条第１項第４号

計画期間 そ平成23年４月から平成26年３月まで

基本方針

1．弊社の事業活動の推進にあたっては、:環境保全に関する諸法規及びその他の要求事項を遵守致します。
２Ｊ弊社は《i÷「環境詩(ネジメント:システムにより､刀事業活動における環境負荷を低減し表行くため､、省エネルＨＬ－＝
“ルギーふ1省資源《!:：廃棄物削減等について環境目標を設定し8k継続的な改善と汚染防止に努めまiす｡ｉｌｈｉＵＪｌｈＥ－ニーハィ
JBB弊社は(繍業用機器や物品の調達に当だりい環境に,やさじＭ，！=ﾝ調逢を推進}しま魂■|“imlInLiIl■J÷江..■iJJTj下■とI
恥,ｉｆ弊社は《ii;｢環境負荷低減に資ずろネジ|ｲﾄIワー|キング技術の開発iやlネヅドワ鴬キング,妖蕉ビスの提供に努め幽凝ｉｌｌハ'１卯Ｌ:=,};J1≦:l:;ｉＲｉＩ
:三社会全体の省ニネ正ギー化に貢献|じま謙`＃l;:；昨こ;(i二!;||)“LLW1llilWiW工]JilTi”｣牌Illlll//llll”１１１牡｣町ハエf二三ざｌＬｈハ１－－～
５６Ｊ弊社はく)<(社員蒸の環境教育に努めるiどどもに５弊社の環境に関する情報を社内外１代公表しi<|コミユニケーー_:i了い～TｈＴｎJ
シヨンを図りまず６

計画を推進するた
めの体制

･て執行役員総務本部長を委員長とする全社横断となる環境委員会を設置
o1SO14001認証取得済?(初回取得i::2008/2/12／範囲〕：関西保全統括部関西ネツトワ=クセンター京阪祭センター）

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

事業活動に伴
￣ 

フ 排出の量

評価の対象となる排出の量
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平成23年度は下肥の空圃l屋外槻の吸気温度低下策を実施し、以後は､ｲﾝﾊ?-ﾀｰ式の空綱概に適宜、蝕鯛更改を行
う6ｲ平成24年度初めには6'4特高受璽段備が完成しくう受電容没が増大する６
の増股が可館になりも消費駐力量は次第に増加する。;ﾕｰ:ｴ1ニニヱｉ～L～

これにより:。現在の空きフロアに放傭

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の用に供す
る建築物の用途 原単位の指標
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原単位の指標及び目標の根拠
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総愈力使用盆をＣＯ２換算(to､)／総ラック数を原単位とする｡凸通Ｉ目機器の電力効率化により、ラック単位の電力
使用武は低下する5'仮に商密度実装化が電力効率化より進むと原l軋位は】圏【化する6Ｔｌ

重点的に実施する取組の実施計画
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具体的な取組及び
措置の内容
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(;ｉ２型） 年Ｉ凹度

(２厨?） 年３度

夏場の空調室外機の吸気温低下策を'実施し使用電力低減を図る

ｲLンバータ式空調機の導入
」：.

インバータ式空調機への更新

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措置を採用する理由

私有車通勤規定のi制定をしている４１i;〈

特Hil奉藝重力i蕊雇薩51謹甫章毛bOi鏑蓬善訂し壷､〈ため.■I
！i;F,悪

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるもの

温室効果ガス排出量の削減効果分又は温

室効果ガスの吸収効果分の購入によるも
の
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地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

ｪq;iグリ岸ン調達によ]り。'ピ岸用紙'を購入している6＃;:inげにｒ“ﾄﾙn吋ソⅡ'１

とg消火設備シiえテ鍋1と)じてNN100を採用し《in｢オゾン層破壊係数ゼロ､Ⅱ'１
霊窒素ガスを消化剤を便１用じている6，''1了Ｗ]1Ｗ';｢i/￣L～ⅡｎＮ’
dＥＣＯキャップ運動を継続推進している
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地球温暖化指数ゼロの

特記事項 ● 京阪宗センター以外の拠点はH20年度のデータがないため計画期間の前年度のH22年度を基準年度とします。


